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契 約 変 更 年 月 日

契 約 業 者 名

契 約 業 者 の 住 所

業 務 の 名 称

業 務 場 所

業 種 区 分

業 務 概 要
（変更した内容について
  記述する）

履 行 期 間 （ 自 ）

履 行 期 間 （ 至 ）

変 更 前 の 契 約 金 額 39,677,000
円（税込）

変 更 金 額 9,504,000
円（税込）

変 更 後 の 契 約 金 額 49,181,000
円（税込）

変 更 理 由

（第１回）契約変更の内容

令和7年3月10日

日本工営株式会社　東京支店

東京都千代田区麹町5-4

Ｒ６関東管内通信鉄塔耐震診断業務

関東地方整備局管内

土木関係建設コンサルタント業務

１．鉄塔設計（鉄塔耐震診断　堂平山）　 減工
２．鉄塔設計（鉄塔耐震診断　大宮）　増工
３．鉄塔設計（鉄塔耐震診断　霞導水）　増工
４．鉄塔設計（鉄塔耐震診断　下館　藤代（出））　増工
５．履行期限は、91日間延長し、令和７年８月29日までとする。

令和6年10月4日

令和7年8月29日

１．鉄塔設計（鉄塔耐震診断　堂平山）
　　当初、堂平山については耐震診断を行う予定であったが、耐震
診断に必要な基礎配筋図等の既存図書がないことが分かったため、
荷重計算を行うことができないことから耐震診断不能となり、減工
する。

２．鉄塔設計（鉄塔耐震診断　大宮）
　　今回、最新の通信鉄塔・局舎耐震診断基準（案）及び通信鉄塔
設計要領に基づく耐震診断が未実施である通信鉄塔があることが分
かり所要の安全性を確認することとしたため、耐震診断（予備診
断）（通信鉄塔）を追加増工する。

３．鉄塔設計（鉄塔耐震診断　霞導水）
　　今回、最新の通信鉄塔・局舎耐震診断基準（案）及び通信鉄塔
設計要領に基づく耐震診断が未実施である通信鉄塔があることが分
かり所要の安全性を確認することとしたため、耐震診断（予備診
断）（通信鉄塔）を追加増工する。

４．鉄塔設計（鉄塔耐震診断　下館　藤代(出)）
　　今回、最新の通信鉄塔・局舎耐震診断基準（案）及び通信鉄塔
設計要領に基づく耐震診断が未実施である通信鉄塔があることが分
かり所要の安全性を確認することとしたため、耐震診断（高次診
断）（通信鉄塔）を追加増工する。

５．履行期間は、耐震診断（予備診断）（通信鉄塔）の増工により
91日間延長し、令和７年８月29日までとする。


